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Ⅰ 一般事項    

一 組織及び人員 
  令和７年度末における役員及び各部別職員数は、次のとおりである。 

役  員   職  員 
理  事  長    １ 
副 理 事 長    １ 
理     事    ２ 
理 事（非常勤）   ４ 
監 事（非常勤）   ２ 

 業  務  部   １１ 
 企  画  部    １ 
 施  設  部    ６ 
 放  送  部    ７ 
 通  信  部    ３ 
  

    計      １０     計      ２８ 
 

二 理事会 
次のとおり８回開催した。 

１ 第１５７回理事会 
（みなし決議があったものとみなされた日は令和７年４月３０日） 
評議員の重田育照氏、磯﨑聡氏及び飯野哲雄氏の辞任などに伴い、新たに評

議員として遠藤靖典氏、小松英雄氏、松本玲子氏及び中島義勝氏を、非常勤理

事の村井剛氏、中村陽介氏及び武石佳宏氏の辞任に伴い、新たに非常勤理事と

して石倉敬氏、巽三郎氏及び飯島寛志氏を、それぞれ選任するための評議員会

の開催について書面により全理事から同意を得た。また、監事から当該提案に

ついて異議のないことを確認した。 
 
２ 第１５８回理事会（令和７年５月２８日） 
ア 審議事項 
（１）令和６年度事業報告及び収支決算について原案どおり議決された。 
（２）公益目的支出計画実施報告書について原案どおり議決された。 
（３）役員等賠償責任保険契約の締結について原案どおり議決された。 
イ 報告事項 

   業務の執行状況について代表理事（理事長）及び業務執行理事（副理事長）

から報告があった。  
 
３ 第１５９回理事会（令和７年６月１８日） 

審議事項 
理事長及び副理事長について以下のとおり選定された。 
理事長     森下憲樹氏 
副理事長    金谷学氏 
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４ 第１６０回理事会 
（みなし決議があったものとみなされた日は令和７年９月１６日） 
常勤理事の森下憲樹氏から令和７年９月３０日付けで、同じく常勤理事の金 

谷学氏から令和７年１０月３１日付けで理事を辞任する旨の辞任届を受理した 
ことに伴い、森下憲樹氏の後任として太田秀也氏を選任（令和７年１０月１日 

付就任）、金谷学氏の後任として中澤忠輝氏を選任（令和７年１１月１日付就任） 

するための評議員会の開催について書面により全理事から同意を得た。また、 
監事から当該提案について異議のないことを確認した。 

 
５ 第１６１回理事会（令和７年１０月１日） 
  審議事項 

理事長について以下のとおり選定された。 
理事長    太田秀也氏 
 

６ 第１６２回理事会 
（みなし決議があったものとみなされた日は令和７年１０月２８日） 
非常勤理事の本橋美章氏から令和７年１０月３１日付けで理事を辞任する

旨の辞任届を受理したことに伴い、後任として原規之氏を選任（令和７年１１

月１日付就任）するための評議員会の開催について書面により全理事から同意

を得た。また、監事から当該提案について異議のないことを確認した。 
 
７ 第１６３回理事会（令和７年１１月４日） 
  審議事項 

副理事長について以下のとおり選定された。 
副理事長   中澤忠輝氏 

 
８ 第１６４回理事会（令和８年３月２７日） 
ア 審議事項 

令和８年度事業計画及び収支予算について原案どおり議決された。 
イ 報告事項 

業務の執行状況について代表理事（理事長）及び業務執行理事（副理事長）

から報告があった。  
 
三 評議員会 

次のとおり４回開催した。 
１ 第１１６回評議員会 

（みなし決議があったものとみなされた日は令和７年５月９日） 
評議員の重田育照氏、磯﨑聡氏及び飯野哲雄氏の辞任などに伴い、新たに評

議員として遠藤靖典氏、小松英雄氏、松本玲子氏及び中島義勝氏を、非常勤理
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事の村井剛氏、中村陽介氏及び武石佳宏氏の辞任に伴い、新たに非常勤理事と

して石倉敬氏、巽三郎氏及び飯島寛志氏を、それぞれ選任することについて書

面により全評議員から同意を得た。 
 
２ 第１１７回評議員会（令和７年６月１８日） 
ア 審議事項 
（１）令和６年度事業報告及び収支決算について原案どおり議決された。 
（２）役員の任期満了に伴い、役員（理事及び監事）選任名簿（案）について候

補者ごとに選任決議を行った結果、各候補者について異議なく以下のとおり

選任された。 

   ＜理事＞  

   森下 憲樹  金谷 学   梅原  守     竹谷 賢治   

石倉 敬   巽   三郎  飯島  寛志  本橋  美章 

   ＜監事＞ 

  奥  毅   矢口喜一郎 

（３）５月９日に評議員として新たに選任された中島義勝氏を除く評議員の任期 

満了に伴い、評議員選任名簿（案）について一括選任決議を行った結果、各 

候補者について異議なく以下のとおり選任された。 

  ＜評議員＞ 

伊東 晋   遠藤 靖典  生田目美紀  小松  英雄 

松本  玲子  関  正樹  久保  和幸 

 
イ 報告事項 
（１）公益目的支出計画実施報告書について報告があった。 
（２）令和７年度事業計画及び収支予算について報告があった。 

 
３ 第１１８回評議員会 

（みなし決議があったものとみなされた日は令和７年９月１６日） 
常勤理事の森下憲樹氏から令和７年９月３０日付けで、同じく常勤理事の金 

谷学氏から令和７年１０月３１日付けで理事を辞任する旨の辞任届を受理した 
ことに伴い、森下憲樹氏の後任として太田秀也氏を選任（令和７年１０月１日 

付就任）、金谷学氏の後任として中澤忠輝氏を選任（令和７年１１月１日付就任） 

することについて書面により全評議員から同意を得た。 
 

４ 第１１９回評議員会 
（みなし決議があったものとみなされた日は令和７年１０月２８日） 
非常勤理事の本橋美章氏から令和７年１０月３１日付けで理事を辞任する 

旨の辞任届を受理したことに伴い、後任として原規之氏を選任（令和７年１１

月１日付就任）することについて書面により全評議員から同意を得た。 
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センター設備の運用を実施した。 

また、従来のＣ－ＣＡＳカード方式のみに対応していた ＳＴＢから、 

ＡＣＡＳ方式に対応したＳＴＢへの置換えをさらに推進した。 

 

Ⅱ 令和７年度事業概要   
  

つくば市域において、ニュース、行政情報、災害情報をはじめとして地域での

暮らしに役立つ種々の情報をタイムリーに提供するとともに、加入者のニーズに

応じた放送・通信サービスを提供することにより、地域の情報化の進展に貢献し

ていくこととして、以下のとおり各事業を実施した。 

 

 

一 公益目的支出実施事業 
 

１  地上波テレビジョン放送等の再放送 

約６０，４００の加入者に対して、ＮＨＫ総合、ＮＨＫＥテレ、日本テレビ、

テレビ朝日、ＴＢＳテレビ、テレビ東京、フジテレビ、東京ＭＸＴＶ、千葉テ 

レビ、テレビ埼玉及び栃木テレビのテレビジョン放送等の再放送サービスを提 

供した。  

 

２ 放送・通信施設の適確な維持管理の推進 

日常的な監視、計画的な保守・点検を実施し、放送・通信施設の適確な維持 

管理を行い、安定運用に努めた。 

 

 

二 放送事業 

 

１ 多チャンネル放送の充実   

加入者の需要動向に基づき、約８，１００の加入者に対して引き続き多チャ

ンネル放送サービスを行うとともに、サービスの充実に努めた。  

 

（１）番組の充実 

より魅力的な多チャンネル放送を目指し、「えんてれＨＤ」及びＡＣＣＳ

ＴＶ多チャンネルサービス初の４Ｋ番組「ｓａｔｏｎｏｋａ ４Ｋ」の本放

送を行った。 

（２）新しい視聴制御方式（ＡＣＡＳ）対応に向けた環境整備 

令和１３年中程に見込まれている現行の視聴制御方式（Ｃ－ＣＡＳ）の 

終了に備え、周波数利用効率に優れた新しい視聴制御方式（ＡＣＡＳ）の 
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２ ＡＣＣＳ地域自主放送の充実 

地域密着型のメディアとして、地元の話題などを積極的に取り上げるととも

に、生中継を活用する等により、自主放送の充実に努めた。 

 

（１）シリーズ番組の放映 

自主放送のシリーズ番組として、道の駅をテーマとする「茨城 道の駅 

ぶらり旅！！」は、リニューアルを行い、「関東 道の駅ぶらり旅!!」とし 

て放送した。 

（２）生中継・生放送番組の実施 

毎年８月に開催される「まつりつくば」のほか、「高校野球茨城県大会」 

等の生中継・生放送を実施した。 

（３）災害情報の迅速な提供    

つくば市との防災協定に基づき、自然災害等が発生した際に市民の生命、 

財産を守るため、緊急情報を迅速に提供する L字画面表示システムの運用

を行った。 

（４）ＳＮＳ、動画サイトの活用 

自主制作番組を広くＰＲするため、Ⅹ（旧Ｔｗｉｔｔｅｒ）による情報

発信を行うとともに、サービスエリアを問わず視聴していただくために

「ＹｏｕＴｕｂｅ」への番組投稿（一部）を継続して実施した。 

 

 

三 通信事業  
 

１ インターネットサービスの充実 

加入者の動向に応じて、約８，４００の加入者（ＦＴＴＨ約７，６００、Ｈ

ＦＣ約８００）に対して１Ｇｂｐｓまでのインターネットサービスを提供する

とともに、サービスの充実に努めた。 

 

（１）インターネット局内回線等の増強 

高速サービス利用者の増加に伴うトラヒック量の増大に適切に対応す

るため、上位回線及び局内回線について増強の検討を行った。 

（２）ＦＴＴＨセンター機器の能力向上    

既に導入済である最高速度１０Ｇｂｐｓに対応した１０ＧＥ－ＰＯＮ

方式のセンター機器による１Ｇｂｐｓを超える高速サービスのフィール

ド試験等を実施した。 

（３）ＦＴＴＨユーザーのトラヒック分散 

インターネットサービスの通信速度を定期的に測定し、混雑時の通信速 
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度の低下度合いが大きい回線のＦＴＴＨユーザーのトラヒック分散を検

討した。 

（４）サービスの充実・普及促進    

インターネット加入者へのＩＰｖ６サービス提供に向けて、フィールド 

試験等を実施した。 

 

２ 電話サービスの普及促進 

ケーブルプラス電話サービスについては、引き続き普及促進に努め、約６， 

７００の加入者にサービス提供を行うとともに、サービスの充実に努めた。 

また、ホーム電話の加入者は、約２００となった。 

 

３ 光コラボレーション事業の普及促進 

光コラボレーション事業については、引き続き普及促進に努め、加入者は約 

７００となった。 

 

４ 公衆Ｗｉ－Ｆｉシステムの運用 

つくば市域内における地域住民等の利便性の向上に寄与するため、地域広帯

域移動無線アクセスシステム（地域ＢＷＡ）に関するつくば市との連携協定に

基づき、つくばセンター広場において公衆Ｗｉ－Ｆｉシステムの運用を行った。 

 

 

四 公共サービスの一層の充実・地域情報化への寄与 

 

１ サービスエリアの拡大 

サービスエリアの拡大の一環として、シェアドアクセス方式によるサービス 

提供の準備作業を進めた。 

 

２ ＦＴＴＨ化の推進 

既に全エリアにおいてＦＴＴＨ幹線施設整備を完了しており、戸建住宅のＨ 

 ＦＣ加入者を対象にＦＴＴＨサービスへの切替えを推進した。 

また、集合住宅のＦＴＴＨ化は、建築物構造・規模を考慮し、ダイレクト配 

線、ＨＣＮＡ、棟内ノードシステム等相応しい対応策を選定の上、切替を実施 

した。 

 

３  ＡＣＣＳホームページ及び「つくばもん」の維持更新 

   ホームページについては、サービス情報、キャンペーン情報、新規加入・ 

解約手続き等を円滑に行うための情報を随時更新し、より利便性の高いホーム
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ページにするための変更を実施した。 

また、「つくばもん」については、地域情報の更新を随時実施したほか、利便 

性の向上を図るため、画面の簡素化を実施するとともに、「テレビつくば１１」 

と連携した情報提供を実施した。 

 

４  サポートサービスの継続 

ＡＣＣＳの提供する通信・放送サービスに関するお客様からの問い合せに対  

 してフリーダイヤルの２４時間受付及び訪問サポートを引き続き実施した。 

また、インターネット初心者のサポート、家庭内ＬＡＮサポートなどのサー 

 ビスも引き続き実施した。  

 

５ 新たな業務の導入に向けた検討 

   ＭＶＮＯ（Ｍｏｂｉｌｅ Ｖｉｒｔｕａｌ Ｎｅｔｗｏｒｋ Ｏｐｅｒａｔｏ

ｒ）サービス業務・でんきサービス業務等の導入に向けた検討を行った。 

8



Ⅲ 附属明細書    
    令和７年度事業報告には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行 

規則」第３４条第３項に規定する附属明細書「事業報告の内容を補足する重要

な事項」が存在しないので作成しない。 
 
          令和８年５月 
          一般財団法人研究学園都市コミュニティケーブルサービス 
                   理事長（代表理事）     太田秀也  
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（単位：円）

科    目 当年度 前年度 増 減

Ⅰ  資産の部
１．流動資産

現金預金 420,130,537 423,437,135 △ 3,306,598
未収金 112,391,106 95,225,424 17,165,682
貯蔵品 46,814,867 52,673,086 △ 5,858,219
立替金 0 24,228 △ 24,228
前払費用 4,107,264 4,208,776 △ 101,512

流動資産合計 583,443,774 575,568,649 7,875,125
２．固定資産

(1) 基本財産
定期預金 30,000,000 30,000,000 0

基本財産合計 30,000,000 30,000,000 0
(2) 特定資産

受信障害対策施設維持管理引当資産 650,000,000 650,000,000 0
退職給付引当資産 237,815,000 282,667,000 △ 44,852,000
預り保証金積立資産 35,000,000 33,895,000 1,105,000
新技術導入目的資産 410,000,000 410,000,000 0
特別修繕引当資産 15,000,000 15,000,000 0

特定資産合計 1,347,815,000 1,391,562,000 △ 43,747,000
(3) その他固定資産

受信点設備 9,363,667 4,192,373 5,171,294
局舎 6 6 0
機械設備 282,185,020 289,285,543 △ 7,100,523
線路設備 197,618,622 262,568,880 △ 64,950,258
土地 138,717,580 138,717,580 0
建物 76,891,438 81,887,296 △ 4,995,858
建物附属設備 22,902,026 28,417,084 △ 5,515,058
構築物 11,929,494 13,116,822 △ 1,187,328
車両運搬具 2 2 0
工具器具備品 28,958,399 18,667,230 10,291,169
建設仮勘定 0 3,542,000 △ 3,542,000
ソフトウェア 13,363,482 16,553,068 △ 3,189,586
電話加入権 1,181,068 1,181,068 0
投資有価証券 140,000 0 140,000
敷金 34,042,511 33,405,551 636,960
保証金 50,000 50,000 0
長期前払費用 910,343 1,054,823 △ 144,480
リサイクル預託金 18,020 18,020 0

その他固定資産合計 818,271,678 892,657,346 △ 74,385,668
固定資産合計 2,196,086,678 2,314,219,346 △ 118,132,668
資産合計 2,779,530,452 2,889,787,995 △ 110,257,543

貸借対照表
令和 8年 3月31日現在
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（単位：円）
科    目 当年度 前年度 増 減

Ⅱ  負債の部
１．流動負債

未払金 85,781,178 79,525,928 6,255,250
未払消費税等 13,105,900 9,891,200 3,214,700
未払法人税等 72,000 72,000 0
預り金 3,295,686 3,078,268 217,418
賞与引当金 8,113,900 7,331,200 782,700

流動負債合計 110,368,664 99,898,596 10,470,068
２．固定負債

退職給付引当金 237,815,000 282,667,000 △ 44,852,000
特別修繕引当金 15,000,000 15,000,000 0
預り保証金 35,000,000 33,895,000 1,105,000

固定負債合計 287,815,000 331,562,000 △ 43,747,000
負債合計 398,183,664 431,460,596 △ 33,276,932

Ⅲ  正味財産の部
１．指定正味財産

指定正味財産合計 680,000,000 680,000,000 0
（うち基本財産への充当額） (30,000,000) (30,000,000)
（うち特定資産への充当額） (650,000,000) (650,000,000)

２．一般正味財産
一般正味財産合計 1,701,346,788 1,778,327,399 △ 76,980,611
（うち基本財産への充当額） (0) (0)
（うち特定資産への充当額） (410,000,000) (410,000,000)
正味財産合計 2,381,346,788 2,458,327,399 △ 76,980,611

2,779,530,452 2,889,787,995 △ 110,257,543      負債及び正味財産合計
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科        目 当年度 前年度 増減

Ⅰ  一般正味財産増減の部
１．経常増減の部

(1) 経常収益
基本財産運用益 81,143 600 80,543

基本財産受取利息 81,143 600 80,543
特定資産運用益 2,497,083 36,044 2,461,039

特定資産受取利息 2,497,083 36,044 2,461,039
事業収益 1,547,495,010 1,554,590,930 △ 7,095,920

自主放送事業収益 494,965,390 487,787,235 7,178,155
再放送事業収益 329,114,816 337,583,685 △ 8,468,869
データ伝送事業収益 439,250,671 438,706,295 544,376
電話提携事業収益 241,180,534 244,268,828 △ 3,088,294
光コラボ事業収益 42,983,599 46,244,887 △ 3,261,288

雑収益 5,400,499 5,731,522 △ 331,023
受取利息 175,634 1,172 174,462
雑収益 5,224,865 5,730,350 △ 505,485

経常収益計 1,555,473,735 1,560,359,096 △ 4,885,361
(2) 経常費用

事業費 1,520,350,335 1,543,238,722 △ 22,888,387
人件費 248,137,694 246,550,169 1,587,525

役員報酬 32,779,761 32,784,689 △ 4,928
給料手当 159,522,082 159,485,968 36,114
福利厚生費 28,069,566 28,288,372 △ 218,806
賞与引当金繰入額 7,171,900 6,621,800 550,100
退職給付費用 20,594,385 19,369,340 1,225,045

事務費 159,389,981 161,547,988 △ 2,158,007
旅費交通費 519,974 604,807 △ 84,833
什器備品費 994,719 837,489 157,230
消耗品費 1,082,258 1,108,305 △ 26,047
印刷製本費 2,753,295 3,207,998 △ 454,703
通信運搬費 5,107,361 5,182,997 △ 75,636
光熱水料費 1,228,655 10,746,933 △ 9,518,278
借料及損料 2,322,605 2,304,614 17,991
会議費 216,478 173,052 43,426
賃金 19,024,685 19,157,436 △ 132,751
自動車維持費 879,002 1,083,289 △ 204,287
賃借料 35,677,229 35,029,547 647,682
事務所維持費 7,423,910 7,080,022 343,888
租税公課 48,110,052 42,187,103 5,922,949
負担金 249,684 385,824 △ 136,140
支払手数料 31,545,773 29,834,119 1,711,654
雑費 2,254,301 2,624,453 △ 370,152

正味財産増減計算書
令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月31日まで

（単位：円）
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（単位：円）

科        目 当年度 前年度 増減

減価償却費 180,490,442 196,903,357 △ 16,412,915
施設維持管理費 170,809,048 147,214,946 23,594,102
再放送事業費 71,733,505 84,194,960 △ 12,461,455

引込工事外注費 71,733,505 84,194,960 △ 12,461,455
自主放送事業運営費 338,392,620 358,581,320 △ 20,188,700

番組宣伝費 36,779,412 38,531,921 △ 1,752,509
番組購入費 99,388,393 104,875,668 △ 5,487,275
番組制作費 21,107,521 23,250,234 △ 2,142,713
物件費 101,045,790 104,260,632 △ 3,214,842
業務委託費 80,071,504 87,662,865 △ 7,591,361

通信事業運営費 345,142,406 358,303,141 △ 13,160,735
営業費 8,928,727 8,018,706 910,021
業務委託費 68,563,590 67,905,307 658,283
使用料 40,028,185 41,781,287 △ 1,753,102
物件費 19,159,074 31,503,043 △ 12,343,969
提携電話料 179,533,327 177,846,047 1,687,280
NTT光卸使用料 28,929,503 31,248,751 △ 2,319,248

ポータルサイト維持費 366,270 517,841 △ 151,571
期首棚卸資産 52,673,086 41,962,849 10,710,237
期末棚卸資産 △ 46,814,867 △ 52,673,086 5,858,219
未収金消却費 30,150 135,237 △ 105,087

管理費 112,032,009 108,412,851 3,619,158
人件費 73,873,447 71,599,709 2,273,738

役員報酬 30,691,410 30,675,151 16,259
給料手当 28,719,409 25,690,161 3,029,248
福利厚生費 6,952,113 6,492,937 459,176
賞与引当金繰入額 942,000 709,400 232,600
退職給付費用 6,568,515 8,032,060 △ 1,463,545

事務費 33,136,749 31,648,379 1,488,370
旅費交通費 419,791 212,672 207,119
什器備品費 1,324,994 1,341,494 △ 16,500
消耗品費 507,956 440,845 67,111
印刷製本費 41,409 4,732 36,677
通信運搬費 800,353 800,572 △ 219
光熱水料費 381,545 367,824 13,721
借料及損料 684,272 707,466 △ 23,194
会議費 244,420 106,056 138,364
賃金 4,507,142 3,387,374 1,119,768
自動車維持費 135,375 133,055 2,320
賃借料 10,175,083 9,992,159 182,924
事務所維持費 2,523,849 2,100,998 422,851
諸謝金 4,154,770 4,050,303 104,467
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（単位：円）

科        目 当年度 前年度 増減

租税公課 1,502,263 1,325,498 176,765
負担金 1,782,200 1,819,700 △ 37,500
支払手数料 2,675,671 4,023,730 △ 1,348,059
雑費 1,275,656 833,901 441,755

   減価償却費 5,021,813 5,164,763 △ 142,950
    経常費用計 1,632,382,344 1,651,651,573 △ 19,269,229
   評価損益等調整前当期経常増減額 △ 76,908,609 △ 91,292,477 14,383,868
   特定資産評価損益 0 0 0
    当期経常増減額 △ 76,908,609 △ 91,292,477 14,383,868

２．経常外増減の部
(1) 経常外収益

    経常外収益計 0 0 0
(2) 経常外費用

     固定資産除却損 2 9 △ 7
    経常外費用計 2 9 △ 7
    当期経常外増減額 △ 2 △ 9 7
 税引前当期一般正味財産増減額 △ 76,908,611 △ 91,292,486 14,383,875
   法人税、住民税及び事業税 72,000 72,000 0
 税引後当期一般正味財産増減額 △ 76,980,611 △ 91,364,486 14,383,875
   一般正味財産期首残高 1,778,327,399 1,869,691,885 △ 91,364,486
   一般正味財産期末残高 1,701,346,788 1,778,327,399 △ 76,980,611
Ⅱ  指定正味財産増減の部
     一般正味財産への振替額 0 0 0
   当期指定正味財産増減額 0 0 0
   指定正味財産期首残高 680,000,000 680,000,000 0
   指定正味財産期末残高 680,000,000 680,000,000 0

2,381,346,788 2,458,327,399 △ 76,980,611Ⅲ  正味財産期末残高
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1  重要な会計方針

（1）有価証券の評価基準及び評価方法

 　　満期保有目的の債券について償却原価法(定額法)によっている。

（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法

 　　先入先出法による原価法によっている。

（3）固定資産の減価償却の方法

　　 有形固定資産は、定率法によっている。

　　 なお、平成10年4月1日以後に取得した建物、平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築

　　 物については、定額法によっている。

（4）引当金の計上基準

   イ 賞与引当金は、職員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額の当期負担額を計上している。

　 ロ 退職給付引当金は、役職員の退職手当支給規程に基づく期末要支給額に相当する額を計上している。

　 ハ 特別修繕引当金は、将来に発生する修繕に備えるため、当事業年度末における修繕見積額に基づき　

　　　計上している。

（5）消費税等の会計処理

     消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

2  基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

 　(単位:　円)

    科     目    前期末残高    当期増加額    当期減少額    当期末残高

 基本財産

定期預金 30,000,000 0 0 30,000,000

      小  計 30,000,000 0 0 30,000,000

 特定資産

受信障害対策施設
維持管理引当資産 650,000,000 200,000,000 200,000,000 650,000,000
退職給付引当資産 282,667,000 27,162,900 72,014,900 237,815,000
預り保証金積立資産 33,895,000 1,105,000 0 35,000,000
新技術導入目的資産 410,000,000 0 0 410,000,000
特別修繕引当資産 15,000,000 0 0 15,000,000

    小    計 1,391,562,000 228,267,900 272,014,900 1,347,815,000

    合    計 1,421,562,000 228,267,900 272,014,900 1,377,815,000

財務諸表に対する注記
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3  基本財産及び特定資産の財源等内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。
    （単位：  円）

    科    目     当期末残高 (うち指定正味財産 (うち一般正味財産 　（うち負債に
 からの充当額）  からの充当額） 　 対応する額）

 基本財産

定 期 預 金 30,000,000 (30,000,000)             (0) (0)

    小    計 30,000,000 (30,000,000)             (0) (0)

 特定資産

受信障害対策施設
　維持管理引当資産 650,000,000 (650,000,000)             (0) (0)
退職給付引当資産 237,815,000             (0)             (0) (237,815,000)
預り保証金積立資産 35,000,000             (0)             (0) (35,000,000)
新技術導入目的資産 410,000,000             (0) (410,000,000) (0)
特別修繕引当資産 15,000,000             (0) （0) (15,000,000)

    小    計 1,347,815,000 (650,000,000) (410,000,000) (287,815,000)

    合    計 1,377,815,000 (680,000,000) (410,000,000) (287,815,000)

4  固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。
    （単位： 円）

取 得 価 額 減価償却累計額 当期末残高

51,560,928 42,197,261 9,363,667

204,212,150 204,212,144 6

1,166,059,531 883,874,511 282,185,020

6,057,055,171 5,859,436,549 197,618,622

393,835,906 316,944,468 76,891,438

196,576,332 173,674,306 22,902,026

75,280,231 63,350,737 11,929,494

21,363,360 21,363,358 2

122,474,444 93,516,045 28,958,399

25,541,120 12,177,638 13,363,482

2,311,680 1,401,337 910,343

8,316,270,853 7,672,148,354 644,122,499

5  満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。
    （単位： 円）

帳 簿 価 額 時　　価 評 価 損 益

200,140,000 199,000,000 △ 1,140,000

受  信  点  設 備

科           目

合         計

局             舎

機   械   設   備

線   路   設   備

建           　物

建 物 附 属 設 備

構     築     物

車  両  運  搬  具

工 具 器 具 備 品

ソ フ ト ウ ェ ア

長 期 前 払 費 用

科           目

利 付 国 債（２年）
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